[1] プログラム別研究活動 by 千葉大学環境リモートセンシング研究センター & CEReS
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1.2.  プログラム２：情報統合プログラム
［概要］
　情報統合プログラムはデータの作成、統合、公開を基軸として、主に大気圏・陸域の環境研究を推進す
る。取り扱うデータは衛星観測データ、地上観測データ、研究成果としての環境データである。本プログ
ラムに含まれる主要な研究テーマは、衛星データの補正・前処理、膨大な衛星データの効率の良い処理手
法の確立、衛星データと地上のデータ統合による環境モニタリング手法の開発、および衛星データからの
大気・陸域環境情報の抽出である。なお、本プログラムは CEReS としての各種データ公開（VL；計算
機データベース委員会業務）、データ蓄積共有システムの運用（CEReS Gaia）に密接に関係する。
　情報統合プログラムの短期および中期達成目標は以下の通りである。
［短期および中期の達成目標］
《短期目標》（２－３年）
・ 静止気象衛星の全球での 10 年以上のデータセットの整備、校正、高次化を行い、それらのデータを公
開する（VL）。
・ 静止気象衛星データを中心として、特に鉛直方向の計測・リトリーバルが可能な衛星データによる複合
解析を実施し、大気のシームレスモニタリングを試行する。
・ 陸域ではグローバル樹木被覆率データセット、土地被覆データセット等、他の陸域環境研究に有益な
データセット作成を継続する。
・地理空間データ蓄積共有システム CEReS Gaia の基本システムを構築する。
《中期目標》（６年）
・ 地球観測衛星データ、とくに主要な地球観測衛星データの集積、校正、高度化を実施し、大気圏のシー
ムレスモニタリングの長期化（気候解析）を実現する。
・ シームレスモニタリングで得られた知見を陸域プロダクト生成前段階（データ校正、大気補正等）に
フィードバックし、大気圏研究と陸域研究の相互連携を強化する。
・ 地表環境に関連する世界の研究者が効率的に地理空間データを蓄積・共有するシステム CEReS Gaia
を国際的に運用する。
・ 情報統合プログラム、あるいは他のプログラム、共同利用・共同研究で得られたデータを公開し、統合
環境情報拠点の一つの完成形を目指す。
Program 2 : Integrated use of geoinformation
 This program aims to promote atmospheric/terrestrial environmental studies based on integrated 
use of geoinformation including satellite remote sensing data, ground measurement data, and 
extracted environmental data. Main research subjects in this program are correction and preprocess-
ing of satellite data, efficient processing methods for a huge volume of satellite data, environmental 
monitoring method by integrating satellite data and ground data, and extraction of atmospheric/
terrestrial environmental parameters. This program has close relationship with the operation of the 
data distribution and sharing systems of the whole CEReS.
<Short term targets> (2-3 years)
・ Archiving global data of geo-stationary meteorological satellites for more than 10 years, with 
validation, high-level analysis, and data publication.
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・ Feasibility study for the seamless monitoring of the atmosphere by means of comprehensive 
analysis of satellite data that enables the profile retrieval of atmospheric parameters.
・ Production of advanced and highly precise datasets for global tree coverage and land coverage.
・ Development of a basic geoinformation system, “CEReS Gaia”, for efficient data accumulation and 
sharing.
<Middle term targets> (6 years)
・ Long-term climatology analysis is implemented by means of the seamless monitoring over more 
than 20 years, leading to the synergy of land and atmospheric studies and realization of the 
information center for the earth environment.
・ Long-term seamless monitoring of the atmosphere is employed for climatology study, through the 
high-level analysis of various earth-observing satellites, especially geo-synchronous meteorological 
satellites.
・ Invigorating the atmospheric and land-surface studies through the feedback of the knowledge from 
the seamless monitoring to the data pre-processing such as calibration and atmospheric correction 
prior to the land-coverage analysis.
・ The final goal of this program is the formation of the information center for the earth environ-
ment by disseminating the data obtained from this program and other CEReS programs. The 
international geospatial data sharing/overlay system, “CEReS Gaia”, will promote terrestrial envi-
ronmental research by integrating existing data and research products through mutual comparison 
activities.
［研究内容と平成 24 年度の成果］
1.2.1.1.  地表環境研究のための地理空間データ蓄積共有システム CEReS Gaia の開発（建石隆太郎、近
藤昭彦［P3］、ヨサファット・T・S・スマンティヨ［P1］）
　本研究は科学研究費補助金・基盤研究Ｓ「地表環境の総合理解を目指した地理空間データ蓄積共有シス
テムの構築」2010 － 2014 年度（課題番号：22220011）の助成を受けたものである。2012 年度は５
年プロジェクトの３年目にあたり、開発システム CEReS Gaia の初期バージョンが完成し、2012 年８月
にシステムを公開した（図 1.2.1.1. http://gaia.cr.chiba-u.jp/portal/）。開発したシステムは次のような
特徴を持っている。
ａ）クラスター型の複数サーバーシステム
ｂ）国際的なサーバーの拡張性
ｃ）オープンソースによるシステムソフト提供
ａ）誰でもユーザー登録なしにアクセス可能
ｂ）ユーザー登録することによりデータのアップロードが可能
ｃ）多言語機能（初期は英語のみ）
ｄ） 蓄積公開できるデータ：衛星データ、主題図データ、数値化地図データ、地上観測データ、地上調査
写真、地理座標にリンクした文献
ｅ）地理的位置、キーワードなど複数条件による検索
ｆ） データ共有の範囲の選択が可能：不特定多数へのデータ公開あるいはユーザーグループ内でのみの
データ共有
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ｇ）ユーザー所有データとシステム内データの重ね合わせ表示
ｈ）３種類のラスターデータの重ね合わせ表示
　本システムは、スーパーユーザー、システムマネジャー、グループリーダー、登録ユーザー、未登録
ユーザーの５タイプに分けられる。システムマネジャーはデータを蓄積するサーバーを管理する。グルー
プリーダーは、ある共通の関心を持ったユーザーの代表者であり、グループ内でのデータ共有が可能とな
る。ある個人は複数のグループに属することが可能である。
　未登録の一般ユーザーは自由にシステム内のデータを表示および（許可されたデータのみ）ダウンロー
ドすることができる。登録ユーザーはデータをシステムにアップロードし、データをグループ内共有ある
いは一般公開することができる。
1.2.1.2.  グローバル土地被覆データセットの作成（建石隆太郎、Nguyen Thanh Hoan、Bayan Alsaa-
ideh、Gegentana）
　本研究は 2002 年から参加した地球地図プロジェクトの一部であり、建石研究室ではグローバル土地被
覆データセット、グローバル樹木被覆率データセットの作成を担当している。2012 年度は MODIS デー
タを用いた第２版（GLCNMO2）の作成が完了した（図 1.2.1.2.）。使用したデータは 2008 年観測の
500 ｍ、16-day composite の MODIS データである。分類クラスは Land Cover Classification System 
（LCCS）により定義した 20 クラスでこの内 14 クラスは教師付き分類を適用した。トレーニングデータ
は第１版のトレーニングデータを改訂・追加し、ディシジョンツリー法と最尤法の結果を比較し、ディシ
ジョンツリー法を適用した。残りの６クラスは第１版と同様にクラスごとにマッピングしたが、マッピン
グ方法は改善された方法を用いた。次年度にデータを公開し、且つ検証を行う予定である。
1.2.2.  JEM/SMILES データおよび ACE-FTS データを用いた 2009/2010 年の北極成層圏オゾン破壊関
連物質の解析（齋藤尚子）
　国際宇宙ステーション「きぼう」日本実験棟に搭載された超伝導サブミリ波リム放射サウンダ（SMILES; 
Superconducting Submillimeter-Wave Limb-Emission Sounder）は、超伝導技術を搭載したこれまで
図 1.2.1.1.  地理空間データ蓄積共有システムシステム CEReS Gaia
― 24 ―
にない高感度なセンサーであり、2009 年 11 月から 2010 年４月までの約半年間にわたり、成層圏およ
び中間圏の大気微量成分を従来のセンサーと比べて十倍程度高い精度で観測した。一方、Atmospheric 
Chemistry Experiment-Fourier Transform Spectrometer（ACE-FTS）は、上部対流圏や成層圏の気
温や微量気体の観測を目的とし、2004 年３月 11 日の運用開始から現在も観測を行っている。今年度は、
情報通信研究機構が提供する SMILES 研究プロダクト（L2r プロダクト、V2.1.5）と ACE-FTS の V3.0
データを用いて、2009/2010 年の北極成層圏の極渦内・外におけるオゾン破壊関連物質の解析を行った。
　まず、図 1.2.2. に ACE-FTS の N2O データと HCl データの散布図を示す。N2O はソースが対流圏に存
在し、成層圏では高度に対してほぼ単調に減少するため、空気塊の高度の指標として利用される。極成層
圏雲（PSCs）が発生していない 11 月については、HCl 濃度は N2O 濃度に対して（高度に対して）コン
パクトな相関を示している。一方、PSCs が発生し、PSCs 粒子上で不均一反応が起こっていると考えら
れる１月については、特に極渦内で顕著な HCl の化学的ロスが起こっていることがわかる。
　さらに、SMILES と ACE-FTS がそれぞれ、ClO と HCl、ClONO2 を高精度に観測していることを活か
して、北極成層圏の塩素（Cl）を含む微量成分の構成割合（“Cl Partitioning”）の時間発展の初期解析を
行った。その結果、11 月には塩素系の各微量成分の割合に変化は見られなかったが、PSCs 発生期であ
る１月初旬には HCl と ClONO2 の濃度が減少し始め、１月中旬には ClO 濃度が極渦内で急激に増加する
ことがわかった。その後、成層圏の気温が上がり始める２月から３月にかけて、HCl と ClONO2 の濃度は
増加、逆に ClO 濃度は減少に転じた。３月には ClONO2 濃度が PSCs 出現前（～12 －１月まで）より高
くなる現象も確認された。本解析で確認された“Cl Partitioning”の時間発展の傾向は定性的には過去の
研究［Santee et al ., 2007; Harris et al , 2010］と一致している。（* なお、本研究は融合科学研究科情
報科学専攻知能情報コースの橘友仁君の修士研究成果の一部である）
図 1.2.1.2. GLCNMO2 による全球土地被覆分類
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1.2.3.  モンゴル高原での冬季低温現象の長期変動特性に関する研究（川上聖［大学院理学研究科 M1］・
樋口篤志）
　地球温暖化に関する研究に伴い、温暖化の影響は高緯度帯で顕著であることが想定されている。モン
ゴルでも先行研究では 1940－2001 の 60 年間で冬季気温が 3.6℃上昇していることが報告されている
（Batima et al., 2005）。しかし、近年日本でも豪雪を伴う冬季低温現象が報告されており、地球温暖化
が単純に冬季の温度上昇をもたらすとは限らないことから、特に近年での冬季低温現象がモンゴルを中心
にどのような時空間分布を持つのかを調査した。
　使用データは気象庁が公開している再解析データ JRA-25/JCDAS である。解析対象期間は 1979 －
2010 の各冬季（10、11、12、１、２、３月）、使用要素は地表面気温、海面校正気圧（SLP）、および
850 hPa および 500hPa でのジオポテンシャル高度・気温である。
　低温現象に着目するため、低温日（Cold Day; CD）および極端な低温日（Extreme Cold Day; ECD）
を同定した。これは各対象日の日平均気温から日気候値を引いた値（日気温偏差）を各メッシュ・各解
析対象日毎に算出し、日気温偏差が－５℃以下－ 10℃未満の場合は CD、－ 10℃以下の場合には ECD
と定義し、それらの日数を統計的に整理した。図 1.2.3.-1. は解析事例の時系列であり、実線に地上気温、
気候値を点線、赤丸で示した日が ECD と同定された日である。
図 1.2.2.  ACE-FTS の N2O データと HCl データの高度 20.5 ㎞における散布図
（左図：2009 年 11 月、右図：2010 年１月）　　　　　　
図 1.2.3.-1.  北緯 48.75°、東経 90°での 2004 年 11 月～2005 年３月の時系列変化
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　図 1.2.3.-2. に低温日出現頻度の経年変化を示す。1980 年代～1990 年代までは出現頻度は減少してい
るが、2000 年を境に傾向は大幅に変わり、年々変動がより激しくなっていることが分かる。極端な低温
日出現頻度でも同様な傾向が認められた（図省略）。図 1.2.3.-2. より、10 年規模での長期変動が低温現
象に影響を与えていると仮定し、10 年単位で低温頻度発生頻度の分布図を作成した（図 1.2.3.-3.）。図
３－５より、比較的低温日が多い 1980 年代では東西のコントラストが見られるが、2000 年代では南北
のより強いコントラストが認められる。この結果より、1980 年代と近年（2000 年代）では、冬季での
総観規模スケールでの循環場が大きく変化していることが推察される。
　我が国に多く到来する寒波に関する最近の研究例として、Hori et al. （2011）は西ロシア北部に位置す
るバレンツ海上での高気圧偏差に着目し、そこで蓄えられた冷気がジェット気流の蛇行によりユーラシア
大陸を経由し、日本側に移流し、寒気をもたらしている事例が近年多いことを示している。こうした最
新の研究事例に基づき、本研究でもいくつかの事例解析を行った。2009 － 2010 の事例（図 1.2.3.-4.）
では、バレンツ海中層大気の高気圧偏差場を基点とした低温偏差場が西シベリアを経由し、モンゴルま
図 1.2.3.-2.  CD 頻度の経年変化。モンゴル全域平均（黒）、北西領域（青）、北東（赤）、
南西（紫）、および南東（緑）をそれぞれ示す。
図 1.2.3.-3.  全解析期間、および 10 年毎の ECD 発生頻度の分布図
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で到達していく様子が多く見られた（流れ場も精査し、伝播過程を確認したことを付記しておく）。一方
1980 年代の事例では図 1.2.3.-4. のような明瞭な伝播過程を認めることは出来なかった（図省略）。
　広域解析結果では、2000 年代以降バレンツ海を基点とした高気圧偏差が定常化しつつあること（図省略）
を示し、事例解析で示した伝播過程と整合的である。こうした循環場の変化は、現状ではバレンツ海での
海氷面積の年々変化特性と定性的に非常に良い一致を示していること（図省略）から、その原因としては
温暖化に伴う、北極海での海氷変動特性の急激な変化に対応していると考えている。今後はこうした大気
場の長期変動を踏まえて、モンゴル高原での植生活動と家畜数の関連について解析を進める予定である。
1.2.4.  エアロゾル吸収特性評価研究（高村民雄）
　放射収支に関与するエアロゾルパラメータは、光学的厚さ（AOT）と単一散乱アルベド（SSA）が
最も重要な因子であり、光学的に等価な粒径分布と複素屈折率の組み合わせで記述することができる。
SKYNET ではスカイラジオメータを用いてこれらのデータを推定しており、AOT については精度良く推
定されてきた。一方、SSA の精度は観測条件に依存して、解析結果が異なることが指摘されてきた。こ
れは、SSA へのエアロゾルの吸収の寄与が、AOT が小さい場合や後方散乱を十分に計測できない場合に
極めて小さくなり、計測誤差内となってしまうことに起因している。また、解析アルゴリズムに依存して
いる可能性も指摘されている。本研究では、こうした点を考慮して、SKYNET サイトに波長別日射計を
設置し、散乱日射量及び全天日射量を計測するシステムを導入し、これらのデータから AOT 及び SSA
図 1.2.3.-4.  2009 － 2010 年での（a）バレンツ海 500 hPa ジオポテンシャル高度の偏差、（b）
西シベリア 850 hPa での気温偏差、（c）モンゴル地上気温（実線）および偏差、およ
び（d）モンゴル地上気圧偏差の季節変動。
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を推定する手法を開発してきた。
　エアロゾルの SSA を効果的に変動させる最大の因子は、黒色炭素粒子（BC 粒子）と考えられており、
化石燃料を含む有機物の不完全燃焼から発生する。航空機により直接計測された BC 粒子と、同時に地
上で観測された日射量を比較することにより、SSA の妥当性を議論することが可能となる。本研究では、
まず航空機観測によって得られた BC 粒子を含むエアロゾル分布から推定される SSA と地上計測によっ
て推定される AOT 及び SSA について比較検討した。その結果を図 1.2.4. に示す。SKYNET 福江島上空
で航空機観測が実施された 2009 年３月 30 日と４月５日のケースについて、それぞれの計測手法で推定
されたものを比較している。図下段の SSA の比較では、地上観測での日射量から求めたもの（MS-700）
と放射輝度観測（Sky radiometer）から求めたものが、両日で大きく異なり、また器材間でも違いが見
られる。これに対して直接計測した航空機観測の結果は両日で大きな違いが少なく、またそれぞれの器材
間の比較でも同様な傾向を示している。３/30 のケースで、MS-700 の全天日射量から推定される SSA
と大きく異なることは、計測された BC 粒子から SSA を求める際の推定手法に課題を含んでいることを
示している。また地上観測相互の違いも顕著であり、基準となる（全波長）全天日射量（直達・散乱成
分）の再現性から精度を評価する必要があることを示している。
1.2.5.  気候診断系に関わるバーチャルラボラトリ（VL）の形成（久世宏明、高村民雄、齋藤尚子、入江
仁士特任准教授、カトリプラディープ /VL 特任助教、眞子直弘 /VL 特任助教）
［概要］
　昨今の異常気象・温暖化現象、雲解像モデルの全球での稼働等の新しい状況下において、現在気候診断
の基幹データとなる人工衛星データの収集・解析および提供は研究コミュニティへの貢献のみならず、社
会への情報還元の観点からも意義がある。こうした背景から、地球気候系の診断を行うため我が国で気
図 1.2.4.  航空機観測と地上計測によって推定された AOT（上図）と SSA（下図）。
それぞれ計測器材の違いによる推定結果の違いを表している。
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候・環境研究を推進する４研究所・研究センター（東京大学大気海洋研究所［AORI］、事業開始当時は気
候システム研究センター［CCSR］、名古屋大学地球水循環研究センター［HyARC］、東北大学大気海洋
変動研究センター［CAOS］、および千葉大学環境リモートセンシング研究センター［CEReS］）が協働
して仮想研究室（バーチャルラボラトリ；以下 VL）を形成し、各拠点の特色と研究資産を活かした研究
と教育を分担・連携して行っている。VL として地球気候系診断に関わる重要な課題に取り組み、地球温
暖化イニシアチブ、水循環イニシアチブ、地球観測統合システム（GEOSS）等の我が国における重要課
題に貢献している。
　この枠組みの中、CEReS は静止気象衛星データの収集・処理および公開、および収集された静止気象
衛星データの高度化、雲解像モデル改善のための衛星データの有効活用、および現象理解のための各種解
析を行っている。CEReS での VL の特徴として、VL 機関のみならず、静止気象衛星現業機関（気象庁衛
星センター）、民間企業（ウェザーニュース）との連携を深めているのが特徴である。
1.2.5.1.  平成 24 年度活動概略
　CEReS では VL 支援室を設け VL 自身の推進、VL 連携機関との調整の役割を担っている。平成 24 年
度は平成 23 年度末まで VL 特任助教として尽力してきた竹中栄晶氏（東大 AORI に異動し、静止気象衛
星データの高度化に関する研究を継続中）に代わり、眞子直弘氏が VL 特任助教として着任した。VL 創
成期の特任スタッフがこれで全て入れ替わったこととなり、これまでの中核的事業であった静止気象衛星
データ収集・公開に加え、新たな連携形態の模索を始めている。しかし、静止気象衛星データ処理も未だ
それなりのウェートを占めていることからデータベース委員会（データ支援室）とも連動し、効率の良い
運営を行う努力も継続している。平成 24 年度は VL 幹事校であったため、VL 講習会および VL 連絡協
議会を９月に開催している。
1.2.5.2.  静止気象衛星データ収集・処理、公開事業（樋口、青木 / データ支援室）
　VL 開始時から一貫して日本の MTSAT・GMS 衛星、米国の GOES 衛星、欧州の METEOSAT 衛
星、中国の FY2 衛星データに対して、緯度－経度座標系へ変換を施したグリッドデータの ftp 公開を
継続している。また、METEOSAT データを除いては、配信データの準リアルタイム受信・グリッド変
換・画像作成・ftp 公開の作業を自動化している。平成 24 年度はこれまでの懸案事項である GOES シ
リーズの北半球・南半球モードデータのグリッド化処理、1995 年以降の全取得データ処理の完成であ
る。再処理の結果、1995 年以降に関しては収集した全てのデータの処理は終了し、データの抜け等を
チェックしている段階である。また、準リアルタイム処理をしていない METEOSAT 衛星群に関しては、
Meteosat-IDOC （インド洋上）は EUMETSAT ポータルサイトにユーザ登録し、データをインターネッ
ト経由で取得、グリッドデータ処理をオフラインでルーチン処理としてデータ支援室の青木氏に依頼して
いる。データ量の大きい MSG（Meteosat Second Generation）シリーズはビジョンテック社を通じて
EUMETSAT にデータ取得依頼を行い、３ヶ月分を目安として tape （LTO2）でデータ取得を行い、テー
プの読み出し、グリッドデータ処理を同じくデータ支援室と協働して実施している。
1.2.5.3.  衛星観測データによる雲解像モデルの評価（山本 / 京大理、樋口、篠田・増永・加藤・坪木 /
名大 HyARC）
　昨年度に引き続き、VL 連携研究の一環として坪木教授が開発している雲解像モデル CReSS （Cloud 
Resolving Storm Simulator）の評価を行った。CReSS シミュレーション出力結果を増永准教授が開発
している衛星データシミュレータ（SDSU）を通じて衛星観測データと同一の観測値を推定（フォワード
計算）することで衛星観測値と直接的な比較を行っている。今年度は昨年度までの比較検討を踏まえて
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雲物理過程を改善した CReSS （CReSS Ver.3.x）との比較を行い、より現実に近づいたのかを検討した。
検証対象となったのは前回同様沖縄域をターゲットとした「日々のシミュレーション（OKN2011）」で
あり、前年度までの対象であった OKN2009（CReSS 2.3 ｍ）と計算ドメインはほぼ同じである。解像
度が異なり、OKN2009 では４㎞、OKN2011 は 2.5 ㎞と 1.5 ㎞の二つのバージョン（2.5 ㎞の方が計算
ドメインは広い）で計算がされている。今回は両バージョン（2.5 ㎞および 1.5 ㎞）に対して SDSU を介
して疑似衛星データ出力を算出し、実際の衛星観測との比較を行った。比較スキームもこれまでと同様で 
Matsui et al （2009）で提唱された T3EF （TRMM Triple-Sensor Three-step Evaluation Framework）
を応用した。
　図 1.2.5.3.-1. に OKN2011 2.5 ㎞での T3EF で各カテゴリに分類されたレーダ反射強度の頻度分布
（CFADs）を示す。OKN2009 との大きな違いは Congestus, Mid-cold, Deep のカテゴリで明確なブライ
トバンドが CReSS 出力で認められることである。CReSS Ver.3 系での雲物理の改善点は氷粒子の落下
速度のチューニングであり、その結果氷～水へ変化する過程（融解過程）が明瞭に表れたと思われる。な
お、この傾向は 1.5 ㎞シミュレーション結果でも同様であり、解像度依存性よりも雲物理過程の影響の方
が強いことを示唆している。氷粒子の落下速度チューニングにより層状 / 対流性降雨の比率がより現実に
近づいていると見ることもできるが、なお詳細な解析、およびモデル開発へのフィードバックが必要であ
る。
図 1.2.5.3-1.  OKN2011 2.5 ㎞での各カテゴリに分類されたケースにおけるレーダ反射強度の頻度
分布（CFADs）を示す。左端は観測結果（TRMM-PR）、素のとなりから積分時間の
違いによる CReSS 出力より算出された結果を示す。
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1.2.5.4.  第６回「地球気候系の診断に関わるバーチャルラボラトリーの形成」（VL）講習会の開催
1.2.5.4.1.  VL 講習会の概要
　平成 24 年９月 18、19 日の二日間にわたって、第６回「地球気候系の診断に関わるバーチャルラボラ
トリーの形成」講習会が当校にて開催されました。VL の活動の一環として、大学院生や若手研究者を対
象に連携研究を促進するための講習会を毎年実施しており、本年は千葉大学が２回目の主幹校となって講
習会を主催しました。
　今回は「エアロゾルと大気補正」というテーマを掲げ、当センターのエアロゾル観測センサー（スカイ
ラジオメーター、ライダーなど）の見学をしてもらうとともに、眞子特任助教とプラディープ特任助教が
講師となって、エアロゾル観測ネットワーク SKYNET のデータを用いてエアロゾルパラメータの導出方
法を学び、さらに、導出されたエアロゾルパラメータを用いて衛星画像の大気補正を行って大気補正の効
果を実感してもらうという趣旨のコンピュータ演習（それぞれのテーマにつき各３時間の演習）を実施し
ました。また、演習の内容の理論を学んでもらうために、高村教授、久世教授、入江特任准教授によるエ
アロゾル観測や大気放射に関する講義を実施しました。
　講習会には、学部４年生から大学教員まで幅広い層の計 37 名の方（学生 24 名、社会人 13 名）が参
加されました。事前に気象学会など複数の学会関係のメーリングリストに案内を流して周知したために、
４大学以外の大学・研究所からも多くの参加者がありました。各３時間という限られた演習時間ではあり
ましたが、高度な内容を幅広い層の参加者に理解してもらうために大学院生にも協力してもらって相当な
時間を割いて資料を準備した甲斐あって、演習後に実施したアンケートでは、ほぼ全員が演習の内容はや
や難しく進度も速いものの「今後の研究に（おおいに）役立つ」と回答して下さっていました。２日間と
いう短い時間でかなり“盛りだくさん”な内容でしたが、参加者には概ね満足していただける講習会と
なったのではないかと思います。また、１日目の夕方にけやき会館のレストランコルザで実施した情報交
換会は、普段はあまり会う機会のない他大学の学生さん同士の交流の場となり、特に若い学生さんにとっ
てはいい刺激となったようです。
　なお、この VL 講習会のあらまし（プログラム・アンケート集計結果を含む）は、平成 24 年９月の
ニュースレター（No. 89）にも掲載しています。
1.2.5.4.2.  VL 講習会演習への対応（眞子、プラディープ）
　講習会での演習は A（担当：プラディープ）、B（担当：眞子直弘）の２部構成で、演習 A ではスカイ
ラジオメータの実データの解析を行った。演習 B では「エアロゾルと大気補正」というテーマを掲げて、
CEReS でアーカイブしている MODIS 衛星画像の大気補正を行った。これらの演習を通じ、スカイラジ
オメータからのエアロゾル光学特性の導出法や、MODIS 衛星画像データ（L1B）の取り扱い方法、およ
び放射伝達コード 6S を使った大気補正方法について講習を実施した。とくに、MODIS の大気補正では、
スクリプト言語 Python を使った効率的な解析方法を紹介した。受講者のアンケートでは、講習について
VL 講習会当日の様子
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良い評価が得られた。なお、VL 講習会後も CEReS 研究棟２階に設置されたマルチメディア室を利用し
て同様の講習を行った（11 月 29 日：主に外国人留学生が対象、12 月４日、12 月７日：主に千葉大学
の学部３年生が対象）。
1.2.5.5.  VL における、SKYNET の現況と活動報告（高村、プラディープ）
　本研究における千葉大学の役割は、全球衛星データの収集・提供及び各種の衛星プロダクトの検証であ
る。雲・エアロゾル・放射観測ネットワークである SKYNET（http://atmos.cr.chiba-u.ac.jp/）は、こ
うした検証活動に寄与するとともに、エアロゾル・雲が放射に与える影響評価の立場からこうした気候変
動に与える大気物質因子の特徴把握に利用されている。
　衛星プロダクト検証では、別項に述べるように、SKYNET データを利用した共同研究として、AMSR2
プロダクト（雲水量、水蒸気量）の比較検証（JAXA との共同研究）が 2011 年度から始まり、2012 年
度は福江島サイトでの集中観測の実施など積極的な利活用が行われた。さらに、2012 年度には、同じ地
球観測衛星計画である GCOM-C（エアロゾル、雲）及び EarthCARE（雲）の打ち上げ前検証計画が採
択され、これらの研究は SKYNET データを利用して 2013 年度から本格的に開始される予定である。ま
た、環境省推進費による BC（黒色炭素）粒子の気候影響評価にともなう航空機観測の地上観測サイトと
してデータ利用が進んでおり、東京大学、国立環境研究所などとの連携研究が推進されている。一方、東
日本大震災以降の再生可能エネルギーの利用推進の機運の高まりを受けて、衛星利用による太陽エネル
ギーの効果的な利用法の研究が進み、CEReS では、戦略的創造研究推進事業（CREST/JST）における
「再生可能エネルギーの調和的活用に貢献する地球科学型支援システムの構築（代表：東海大学中島孝教
授）」に参加し、SKYNET データを利用して高精度の衛星日射量推定に資する活動を展開している（図
1.2.5.5.-1.）。
図 1.2.5.5.-1.  地上日射量の衛星推定値（各図縦軸）と地上観測値（横軸）の比較検討
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　国外サイトでは、中国合肥（安徽光学精密機械研究所）及び蘭州（蘭州大学）、タイ Phimai（Chul-
alongkorn Univ.）などのスーパーサイトを中心に重点的に研究協力を行っている。中国では 2007 年以
降の外国機関との気象・大気観測に関わる制限によって、原データの移動が厳しく制限されていることか
ら日本での解析・公開が実質的に困難であり、現地研究者による解析を推進し結果の公開を促進する様、
器材維持の一部と解析手法の協力を行っている状態である。所得向上による環境の変化に伴い、中国の大
気汚染は極めて深刻な状況にあり、その影響は日本、韓国等にも波及の可能性がある。このため、信頼で
きる大陸域での観測が欠かせず、積極的な研究協力によるデータの蓄積が将来予測等にも不可欠である。
　国内外の研究機関・研究者と協力しながら SKYNET は段階的に発展してきている。一部の器材は設置
して５年以上経過して老朽化が進んでおり、信頼性の高いデータ取得にはその保守・管理が欠かせず、可
能な限り器材の点検・改修と検定作業を行っている。
1.2.5.6.  新規連携軸の模索
1.2.5.6.1.  地上からの分光手法（MAX-DOAS 法）による大気中エアロゾル・ガス同時観測のためのリト
リーバルアルゴリズムの高度化（入江）
　平成 24 年６月に千葉大学環境リモートセンシング研究センター（CEReS）に新たに多軸差分吸収分
光法（MAX-DOAS）装置を設置した。MAX-DOAS は紫外可視域における太陽散乱光の高分解能スペク
トルを複数の仰角で観測する。それらのスペクトルをインバージョン法等で解析することにより、将来の
気候変動予測の最大の不確定要素のひとつであるエアロゾルの消散係数について、高度分布というユニー
クな形でデータを提供することができる。また、エアロゾルの前駆体（二酸化窒素および二酸化硫黄等）
を含む大気微量気体濃度の高度分布も同時にリトリーバルできることが示されている。
　放射伝達モデル計算は、MAX-DOAS のリトリーバルアルゴリズムの正確さを左右する重要な役割を
担う。本年度、CEReS において、東北大学大気海洋変動観測研究センター（CAOS）が開発した放射伝
達モデル JACOSPAR の利用を開始し、VL 枠組みにおける新機連携軸の模索を図った。JACOSPAR は
直達光と１次散乱光成分を解析的に計算し、多重散乱光成分はバックワード型モンテカルロ法によって
計算する。また、放射輝度と同時にヤコビ行列を計算することができ、大気の球面効果も考慮している。
図 1.2.5.6.1.-1.  千葉大学 CEReS に設置した MAX-DOAS 装置で測定したスペクトルを東北大
CAOS の JACOSPAR 放射伝達モデル等で解析してリトリーバルされた地表付近
（高度０－１㎞平均）のエアロゾル消散係数の時系列。二酸化窒素、二酸化硫黄、
オゾンの混合比の時系列も示されている。
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MAX-DOAS 法に関わっている放射伝達モデルの国際相互比較実験（Wagner et al., 2006）の枠組みに
おいて検証された MCARaTS 放射伝達モデル（JACOSPAR の前身）によって JACOSPAR は検証され
ており、MAX-DOAS のリトリーバルアルゴリズムに最適である。
　図 1.2.5.6.1.-1. は JACOSPAR を利用してリトリーバルした地表付近（高度０－１㎞）のエアロゾル消
散係数の時系列である。また、本手法により、エアロゾルと同時にエアロゾル前駆体（二酸化窒素、二酸
化硫黄）および第３の温室効果気体であるオゾンの情報も抽出することができた。今後、こららのデータ
を詳細に解析して数値モデルの改良に役立てる予定である。
1.2.5.6.2.  NASA/AERONET サンホトメータと SKYNET スカイラジオメータから導出される単一散乱
アルベドの比較（プラディープ、高村）
　大気中に浮遊する微粒子であるエアロゾルは、地球大気の放射収支に影響を及ぼし、気候変動の要因の
一つとなることが指摘されている。こうしたエアロゾルの気候への影響に対して、衛星データの解析や
モデル研究が進展し、これに対応した地上観測データの必要性が増して来た。SKYNET は、こうした必
要性に対して、研究者コミュニティで維持されているエアロゾル・雲・放射の観測ネットワークである。
SKYNET では、エアロゾルの光学的性質とその放射効果を推定することを目的に、スカイラジオメータ
が導入されている。これは天空の輝度分布を計測し、その分布の特徴からエアロゾルの性質を推定するも
のであり、NASA/AERONET のサンホトメータと類似のものである。過去の研究によると、SKYNET と
AERONET から導出された単一散乱アルベド（SSA）が、相互にかなり異なるケースが多いことが指摘
されている（Che et al., 2008; Hashimoto et al., 2012）。エアロゾルが日射 ･ 放射を通じて気候へ与え
る影響を見積もるためには、SSA は重要な光学的パラメータである。この SSA の差によってエアロゾル
の放射強制力の正負（エアロゾルが温暖化に貢献するか、寒冷化に貢献するかの違い）まで変わる可能性
がある。こうした背景のもと、SKYNET と AERONET の標準機材間で生じる SSA の差の原因を調べる
目的で、AERONET サンホトメータと SKYNET スカイラジオメータの比較並行観測を行い、それぞれの
ソフトウェアによって解析した結果を検討した。
　NASA/AERONET が実施した Distributed Regional Aerosol Gridded Observation Networks （DRAGON）
の一貫として、2011 年 11 月から 2012 年 10 月まで千葉大学で AERONET サンホトメータと SKYNET 
スカイラジオメータの比較観測を実施した。光学的に薄いエアロゾルの場合観測誤差から SSA の推定に
大きな誤差が生まれる可能性があり、本研究では 441 nm の光学的厚さ（AOT）が 0.3 を超えて、両者
図 1.2.5.6.2.-1.  AERONET サンホトメータと SKYNET スカイラジオメータから導出された SSA
の比較。白丸は SKYNET スカイラジオメータの標準アルゴリズムによる SSA 値
を示し、緑点は AERONET サンホトメータでの光学的厚さと地面反射率を使って、
スカイラジオメータのデータから推定し直した値を示す。
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の観測時間差が１分以内にあるデータのみ使用した。AERONET サンホトメータと SKYNET スカイラジ
オメータに使用された波長の中で共通の波長に対する比較を図 1.2.5.6.2.-1. に示す。図 1.2.5.6.2-1. から、
AERONET と SKYNET のそれぞれ標準仕様のソフトウェアによる SSA ではかなりの差が見られる、仮に
AERONET サンホトメータでの AOT と地面反射率は使用して SKYNET スカイラジオメータの散乱データ
を解析すると、得られた SSA の差がかなり減ることが分かった。このことから、AOT の僅かな違いと地
面反射率の違いが SSA の違いに影響を与えている可能性が指摘される。これらは、データ解析時に必要な
初期入力パラメータ（検定定数、地面反射率、立体視野角など）の精度の問題に帰着される。これらの求
め方は AERONET と SKYNET で異なっている。従来の研究では AERONET と SKYNET に採用された解
析のアルゴリズムの違いが SSA の差の原因であると指摘されているが、本研究から、SSA の差の原因は、
解析時に使用する初期値によっても生まれることを示している。AERONET と SKYNET の数年にわたる
大量のデータの比較図で、AOT が良く合っているように見えても、個々のケースを分析して見ると両者の
AOT の間もある程度の差があり、これが SSA の違いに反映している可能性があることを示唆していると
いえる。
1.2.5.6.3.  SKYNET Web ページの更新（眞子、入江）
　SKYNET データ利用の促進と、VL プロジェクトにおける SKYNET の明確化（可視化）を目的として、
SKYNET Web ページの更新作業を進めている。具体的には、昨年度までに整備した大気汚染物質の分布
に関する「そらまめ君可視化システム」と SKYNET 情報を重ね合わせることや、MODIS 画像解析で得
た光学的厚さを表示することなどの検討を進めている。
1.2.5.6.4.  SKYNET 装置と CEReS の各種地上測器との相互比較（眞子、久世、入江）
　SKYNET における主力観測機器であるスカイラジオメータのデータと、CEReS において継続的に計測
を行っている地上測器（積分型ネフェロメータ、エーサロメータ、光散乱式パーティクルカウンター）、
および大気データ取得用ライダーシステム（ADCL）、長光路差分吸収分光法（DOAS）、多軸 DOAS 
（MAX-DOAS）、携帯型分光放射計などの各種測器データの比較をめざした研究を進めている。また、市
販の CCD カメラや CMOS カメラを活用した直達・散乱太陽光のイメージング計測を行う新しい測器の
開発に向け、基礎的な特性評価を行った。これらのカメラを用いて分光計測を行うには光学フィルターの
装着が必要である。一方、多数のスペクトルバンドにおいて一挙に画像取得が可能なハイパースペクト
ルカメラを同様の計測に利用する研究を進めている。予備的実験において最小散乱角 1.5°、角度分解能
0.1°でオリオールを観測し、エアロゾル光学特性の導出を行った。
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図 1.2.5.6.4.  CEReS に設置された地上測器による観測例：データは関東地域で煙霧が発生した３
月 10 日に取得。煙霧のピークは 14 時から 15 時頃。（a）ウェザーモニター（b）積
分型ネフェロメータ（c）エーサロメータ（d）光散乱式パーティクルカウンター
